
令和６年度 教育・保育施設等補助金一覧（予定）

№ 所管 補助名 内容 制度変更
募集案内

時期
保育所

認定こども園

(幼保連携型)

認定こども園

(幼稚園型)

幼稚園

(新制度)
幼稚園

（私学助成園）

地域型

保育施設

1 給付 施設型給付（委託費）・地域型保育給付

国の定める公定価格から神戸市が定める利用者負担額（基本保育料）を差し引いた額を施設

に給付する。（※住民登録が他市町村の児童分は、住民登録地の自治体から給付。）

【変更点】

・４・５歳児配置改善加算の新設

・主任保育士専任加算等の要件の見直し（０歳児３人以上の利用に係る要件の見直し）

・小学校接続加算の要件の見直し（要件の二段階化）

・「申請支援システム」を通しての申請を開始

・処遇改善等加算の計画書提出は原則廃止。（新規で加算を取得する場合を除く）

　※処遇改善等加算Ⅰ～Ⅲの一本化は早くても令和７年度～

有 毎月 ○ ○ ○ ○ ― ○

2 給付 延⾧保育事業運営費補助金

２・３号在園児の延⾧保育を実施する施設に対し、利用実績に応じて運営費の一部を補助す

る。

【変更点】

・標準時間外延⾧１時間の平均対象児童数引き下げ（６人→３人）

・標準時間外延⾧30分延⾧の補助基準額引き上げ（30万円→60万円）

有 9月,3月 ○ ○ ○ ― ― ○

3 給付 一時保育事業運営費補助金
一時保育（非在園児の預かり保育）を実施する施設に対し、利用実績に応じて運営費の一部

を補助する。
9月,3月 ○ ○ ○ ○ ― ○

4 給付 「こども誰でも通園制度」モデル事業運営費補助金
「こども誰でも通園制度」モデル事業を実施する施設に対し、運営費を補助する。

※施設改修費は、№37教育・保育施設等整備補助金で補助する。
新規

9月,3月

予定
○ ○ ○ ○ ○ ○

5 給付 育休明け乳幼児の定期預かり事業運営費補助
育休明けの保護者向けに一時保育を拡大して実施（「KOBEはじめルーム」を実施）する施

設に対し、利用実績に応じて運営費の一部を補助する。
9月,3月 ○ ○ ○ ○ ― ○

6 給付 一時預かり事業（幼稚園型）運営費補助金

教育標準時間の前後や土曜日、夏休みなどの⾧期休業日に、主に自施設の１号在園児を対象

に預かり保育を行う施設に対し、利用実績に応じて運営費の一部を補助する。

※ 学校法人立等の施設は県制度との選択。

9月,3月 ― ○ ○ ○ ○ ―

7 給付 休日保育事業補助金
休日保育を行う施設に対し、運営費や新規開設経費（※）の一部を補助する。

(※）開設経費は新規開始施設のみ対象
随時 ○ ○ ― ― ― ○

8 給付 年末保育事業運営費補助金 年末保育（12/29・30）を実施する施設に対し、運営費の一部を補助する。 1月 ○ ○ ― ― ― ○

9 給付 保育人材の確保・定着促進にかかる一時金
市内施設で新たに正規職員として勤務を始めた保育士に対し、７年間で最大160万円の一時

金を支給する。
9月 ○ ○ ○

△
神戸市⾧時間預

かり実施園のみ

△
神戸市⾧時間預

かり実施園のみ

○

10 振興 宿舎借上げ支援事業補助金

市内在住の採用1～7年目の保育士保育士等の宿舎を借り上げる施設を対象に、1人あたり上

限月額最大10万円を補助（事業者負担はなし）。

※通勤時間要件あり

※令和７年度：制度変更なし

9月,2月 ○ ○ ○ ― ―

〇

（小規模・事業

所内）

11 振興 保育士奨学金返還支援事業補助金
市内在住の採用1～7年目の保育士等に対し、奨学金の返還に要する費用を補助する。

補助額　上限5,000円/月（7年間で最大42万円）
９～10月頃 ○ ○ ○

△

⾧時間預かり

実施園のみ

△

⾧時間預かり

実施園のみ

○

12 給付 潜在保育士等職場復帰支援一時金
非常勤職員として復職し、朝または夕方の時間帯等に半年間勤務した「潜在保育士」に対

し、一時金を支給する。
随時 ○ ○ ○

△
神戸市⾧時間預

かり実施園のみ

△
神戸市⾧時間預

かり実施園のみ

○
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№ 所管 補助名 内容 制度変更
募集案内

時期
保育所

認定こども園

(幼保連携型)

認定こども園

(幼稚園型)

幼稚園

(新制度)
幼稚園

（私学助成園）

地域型

保育施設

13 振興
保育士試験による資格取得支援事業補助金

（保育士試験）

保育人材の確保のため、保育補助者等保育士資格取得に要した保育士資格試験の対策講座等

学習費用の一部を補助する。

（※）認定こども園へ移行を予定している園も対象

６月頃 ○ ○ ○ ○（※） ○（※）

〇

（小規模・事業

所内）

14 振興
保育士資格・幼稚園教諭免許状取得支援事業補助金

（養成校）

保育士資格または幼稚園免許状の取得を目指す特例制度の対象者及び保育補助者等を対象と

して、養成施設等の受講料等に対する補助。

（※）認定こども園へ移行を予定している園も対象

６月頃 ○ ○ ○ ○（※） ○（※） ―

15 給付 民間児童福祉施設職員給与改善補助金

施設に勤務する61歳未満の正規職員に対して勤続年数に応じ職員の給与改善を行うための費

用を補助する。

【変更点】

・小規模保育、事業所内保育、家庭的保育に勤務する職員も補助対象とする。

　あわせて、当該施設での勤務期間も経験年数に含む。

有 9月,3月 ○ ○ ― ― ― ○

16 給付 すこやか保育支援事業補助金

本市の「すこやか保育専門指導委員会」の認定を受けた子どもを受け入れる施設に対し、保

育士の配置等に要する経費の一部を補助する。

※ 学校法人立の施設の１号は県制度

　 学校法人立の幼稚園型認定こども園の２号は県制度との差額を補助

9月,3月 ○
○

学校法人立は２・３

号のみ

○
３号のみ

(２号は県制度との

差額補助)

― ― ○

17 事業推進 医療的ケア事業（保育所等） 医療的ケア児の受け入れを進めるため、保育所等における体制の整備に要する経費を補助。
随時

（要相談）
○

○

2・3号のみ

○

2・3号のみ
― ― ○

18 事業推進 医療的ケア事業（幼稚園・１号認定こども園）
医療的ケア児の受け入れを進めるため、私立幼稚園等における訪問看護ステーションを利用

した看護師派遣経費を補助。

随時

（要相談）
―

○

１号のみ

○

１号のみ
○ ○ ―

19 給付 民間児童福祉施設保育教諭等加配補助金
国基準を超えた人数の保育士（保育教諭）を配置する２・３号の利用定員が合計91人以上の

施設に対し、保育士（保育教諭）を１人雇用するための費用の一部を補助する。
9月,3月 ○ ○ ― ― ― ―

20 給付 民間児童福祉施設調理員加配補助金
国基準を超えた人数の調理員等を配置する施設に対し、調理員を１人雇用するための費用の

一部を補助する。
9月,3月 ○ ○ ― ― ― ―

21 給付 家庭支援推進保育事業運営費等補助金

家庭環境などにより特段の配慮が必要となる児童が多数入所している施設に対し、保育士等

の増配置に要する経費を補助する。

【変更点】

現行の要件に加え、特に配慮が必要な家庭にあるこどもの入所が「30％以上」となる保育所

を追加する。「30％以上」とする保育所の要件については、市町村が参集する「要保護児童

対策地域協議会」に保育士が構成員として参加する保育所とする。

有 9月,3月 ○ ○ ― ― ― ―

22 給付 民間児童福祉施設産休等代替職員費補助金
常勤職員が産休・病休により⾧期休暇を要する場合、代替職員の雇用に要する経費の一部を

補助する。
随時 ○ ○ ― ― ― ―

23 給付 保育補助者雇上強化事業補助金
保育士の業務負担軽減のため、保育補助者（子育て支援員研修（地域型保育）の受講完了

者）の雇用経費を補助する。
10月頃 ○ ○ ― ― ―

〇

（小規模・事業

所内）

24 給付 保育体制強化事業補助金

保育士の就業継続及び離職防止を目的に、保育士の負担軽減に資する業務（清掃、配膳、通

訳等）を行う「保育支援者」や「園外活動時の見守り等を行う者」、見守りや児童の所在確

認が必要な時間帯にスポット的に見守りを行う「スポット支援員」を配置する施設に対し、

配置費用の一部を補助する。

9月,3月 ○ ○

○

(園外活動等の見

守り、スポット

支援員のみ）

― ―

○

(園外活動等の見

守り、スポット

支援員のみ）
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№ 所管 補助名 内容 制度変更
募集案内

時期
保育所

認定こども園

(幼保連携型)

認定こども園

(幼稚園型)

幼稚園

(新制度)
幼稚園

（私学助成園）

地域型

保育施設

25 給付 民間児童福祉施設運営費等補助金
施設の資産（積立金）が基準額以下の施設に対し、施設整備や教材購入、保育職員の研修経

費に充てる費用の一部について補助を行う。
3月 ○ ○ ― ― ― ―

26 給付 地域活動事業補助金

地域における異年齢児交流事業、老人福祉施設訪問等の世代間交流事業、保護者対象の育児

講座の開催等の地域活動を行う施設に対し、一定の費用を補助する。

※ 本市が神戸市私立幼稚園連盟に委託する「みんなの幼稚園事業」を実施する施設に

　ついては、本事業の対象外。

【変更点】

・「卒園児交流事業」を対象外とする。

　（「在園児と卒園児が交流を実施する事業」については、本事業の対象外とし、No.1施設

型給付の「小学校接続加算」の対象事業とする。）

有 2月 ○ ○ ― ― ― ―

27 振興 文化的行事の開催支援事業補助金
運動会、音楽会、生活発表会など保護者の来場が想定される文化的行事の会場として利用す

る市内施設の利用料等経費を補助する。
10月,3月 ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 給付 児童健康診断補助金
４・５歳児に対して、眼科健診、耳鼻科健診（健診が必要とされた０～２歳児を含む）、歯

科健診（２回目のみ対象）を行う施設に対し、その費用の一部を補助する。
3月 ○ ○ ○ ○ ― ―

29 振興 保育所等におけるICT化推進事業補助金

幼保連携型認定こども園・保育所等において、実費徴収や一時保育料等を利用する際にかか

る費用の徴収について、キャッシュレス決済導入に要する経費を補助。

・20万円／ 施設（併せて端末購入等を行う場合70万円／施設）

補助率：3/4

【変更点】

新たに、キャッシュレス決済機能導入にかかる経費を補助対象とする。

有 ６月頃 ○ ○ ― ― ― ○

30 給付 救急救命活動対策事業補助金
自動体外式除細動器（AED）を設置する施設に対し、賃貸借費用の一部について補助を行

う。
3月 ○ ○ ○ ○ ○ ―

31 給付 フッ化物洗口事業補助金 フッ化物洗口を行う施設に対し、薬剤購入費の補助等を行う。 2月 ○ ○ ○ ○ ○ ―

32 給付 おむつ処理費用補助 施設でのおむつ処理にかかる費用を補助する。 ３月頃 ○ ○ ○ ― ― ○

33 給付 保育所等における性被害防止対策に係る設備等支援補助金
子どものプライバシー保護のためのパーテーション、簡易扉、簡易更衣室や、見守りカメラ

等の設置費用の一部を補助する。
新規 未定 ○ ○ ○ （県制度） （県制度） ○

34 施設調整 教育・保育施設等整備補助金

認定こども園への移行に伴う整備及び小規模保育事業の新規整備について補助を行う。ま

た、既存施設の老朽改築・大規模修繕・耐震改修に対して補助を行う。

【変更点】

既存施設の老朽改築　補助対象経費または国基準に基づく算定額の3/4（築年数・老朽化の

程度・地域保育需要等を勘案し、予算の範囲内で選定、若干数）

有 ― ○ ○ ○ ― ―
〇

（小規模）

35 施設調整 保育送迎ステーション整備補助金 保育送迎ステーションの新規整備について補助を行う。 ―

○

（送迎ステー

ション）

○

（送迎ステー

ション）

― ― ― ―
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№ 所管 補助名 内容 制度変更
募集案内

時期
保育所

認定こども園

(幼保連携型)

認定こども園

(幼稚園型)

幼稚園

(新制度)
幼稚園

（私学助成園）

地域型

保育施設

36 施設調整 保育送迎ステーション運営費補助金 保育送迎ステーションの運営費について補助を行う。 ―

○

（送迎ステー

ション）

○

（送迎ステー

ション）

― ― ― ―

37 施設調整 事業所内保育施設整備事業補助金 事業所内保育事業の新規整備について補助を行う。 ― ― ― ― ― ―
〇

（事業所内）

38 施設調整 民間保育所・認定こども園定員拡大促進補助金

施設整備にかかる補助金（国制度を含む）を受けずに、２・３号認定こどもの入所定員の増

員を行った教育・保育施設に対して備品購入費等を補助。

１人あたり　30千円

― ○ ○ ○ ― ― ―

39 施設調整 民間児童福祉施設耐震診断調査等補助金 民間児童福祉施設の耐震化を促進するため、耐震診断に要する経費を補助。 ― ○ ○ ― ― ― ―

40 施設調整 福祉医療機構借入金利子補給

（独）福祉医療機構による社会福祉施設等の 施設整備資金融資にかかる利子を補助

【変更点】

・既に受付をしている案件については継続、新規受付については停止とする。

有 ― ○ ○ ― ― ―
〇

（小規模）

41 施設調整 施設整備等資金融資（利子補助）

・社会福祉施設の施設整備資金や用地取得資金への融資を斡旋するとともに、利子の一部を

補助

・補助額：利子の半額（経過措置により、保育所等の施設について は、融資利率４％以下の

場合、２％相当額を補助）

【変更点】

・既に受付をしている案件については継続、新規受付については停止とする。

有 ― ○ ○ ○ ― ― ―

42 給付 実費徴収に係る補足給付事業補助金（新制度園）
生活保護世帯が負担するべき教材費や行事等にかかる費用（実費徴収費用）の相当額を施設

に給付する。
3月 ○ ○ ○ ○ ― ○

43 給付 一時保育利用料多子軽減補助金

多子世帯の児童が一時保育を利用した場合に、保護者が施設に支払った利用料の半額（第２

子）または全額（第３子以降）を、後日、保護者からの申請に基づき保護者へ補助金として

支給する。

6,9,12,3月
○

保護者対象

○

保護者対象

○

保護者対象

○

保護者対象
―

○

保護者対象

【所管連絡先】こども家庭局幼保振興課（振興担当：℡322-5216、給付担当：℡322-6856、施設調整担当：℡322-6848）、こども家庭局幼保事業課（事業推進担当：℡322-6534）
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